

























































































































































































2 条の改正以前は、1990年（平成 2 年）12月10日召集の第120回通常国会までは「12月召集」であ
り、改正後は、1992年（平成 4 年） 1 月24日召集の第123回通常国会以後は「 1 月召集」となって
いる。そのため、1991年（平成 3 年）における常会の召集はなく、第120回通常国会（平成 2 年12
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には、形式上は特別会の会期となるので、常会としての会期が開催されない場合も生ずる。第63回
特別国会（昭和45年 1 月14日～昭和45年 5 月13日、会期120日間）、第71回特別国会（昭和47年12月
22日～昭和48年 9 月27日、会期280日間・延長130日）、第101回特別国会（昭和58年12月26日～昭和
59年 8 月 8 日、会期227日間・延長77日）は、常会との併合のものとなっており、常会としての召集
はなされていない。そして、明らかに変則的な常会の召集は、第14回通常国会（昭和27年 8 月26日





















































































































































































































































































































とになる。37例のうち、 5月期に 1例、 6月期に 2例、 7月期に 9例、 8月期に 9例、 9月期に 6
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れる。逆に、最長のものは、176日後という第64回臨時国会の召集例がある。第63回特別国会が1970
年（昭和45年） 5月13日に閉会すると、 6月 1日に衆議院議員から、翌 2日に参議院議員から要求
書が提出されたが、内閣が召集を決定したのは11月14日で、11月24日に臨時会が召集されている。
そして、要求書提出日から召集日までの期間によって37例について分類してみると、①10日以内の
ものが 2例、②11日以上20日以内のものが 5例、③21日以上30日以内のものが 4例、④31日以上60




















































































































参議院の関係について衆議院の優越に関する規定があり（第59条 2 項・第60条 2 項・第61条・第67



















































































（ 4）	 2017年（平成29年）9月28日の衆議院解散により、10月22日に総選挙が実施され、憲法第54条 1

































（18）	 1970年（昭和45年） 1 月14日召集の第63回特別国会は、常会との併合召集の形をとっているが、






（20）	 光信・前掲注（ 6）210頁、浅野・前掲注（ 6）174頁、参照。
































会であるが、憲法改正問題を審議してきた第92回帝国議会が同年 3 月31日に解散され、同年 4 月
25日に実施された総選挙の後に召集されたもので、「特別会」として位置づけられている。衆議院
ホームページ・前掲注（29）参照。









































































され（102条 1 項）、会期やその延長については議会が定めることになっている（同条 7 項）。議会
の招集は、普通地方公共団体の長が行い（101条 1 項）、臨時会の招集について、議長および議員の
定数の 4分の 1以上の者は、それぞれ長に対して臨時会の招集を請求できることになっている（同
条 2 項・ 3 項）。そして、臨時会招集の請求があった場合には、長は請求のあった日から20日以内
に招集しなければならないとされ（同条 4 項）、さらに、長が20日以内に招集しない場合には、議
長が臨時会を招集することになっている（同条 5 項・ 6 項）。国政レベルにおける国会と地方自治
レベルの地方議会とでは、主権原理や憲法上の位置づけなど根本的な相違があるが、議会の臨時会
について、その召集要求（招集請求）と召集（招集）決定の要件や手続に関して比較対照してみる
と、参考になる点があると思われる。地方議会の場合には、招集請求があった場合に、20日以内の
招集が定められているが、国会の場合には、期限の定めがないことから、実際には、30日を越えて
の召集がなされることが多く、期限の設定の法定が必要と考えられる。さらに、地方議会の場合に
は、長が20日以内に招集しなかった場合の代替措置が定められており、国会の場合について、検討
材料になりうると思われる。
（57）	 国会改革については、大石眞「国会の構成と組織をめぐる問題」（大石眞・大山礼子編『国会を
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考える』三省堂、2017年）252頁以下、大山礼子「国会の機能と手続をめぐる問題」（『国会を考え
る』）282頁以下、岡田信弘「「国会改革論」雑考－政治学と憲法学の対話－」（岡田信弘・笹田栄
司・長谷部恭男編『憲法の基底と憲法論－思想・制度・運用－』信山社　2015年）285頁以下、大
山礼子「国会改革の目的－内閣主導と国会の審議権－」（土井真一責任編集『変容する統治システ
ム』岩波書店、2007年）109頁以下、大山・前掲注（46）253頁以下、参照。
（58）	 国会審議が限定されている要因について、大山・前掲注（46）60頁参照。
（59）	「日程国会」が国会審議の最大の障害となっていることについて、岡田・前掲注（57）288頁参照。
（60）	 日程国会の弊害については、前掲注（47）参照。
（61）	 常会の長期化と会期不継続の原則の廃止について、岡田・前掲注（57）302-303頁参照。
（62）	 憲法解釈上、衆議院のに実質的解散権は内閣に存するとするのが通説であるが、政界においては
衆議院の解散権が「総理の専権」としての首相の権限であるかのように取り上げられている。自民
党改憲案においても、衆議院の解散・総選挙と特別会等について規定する憲法第54条に、1項を新
設して「衆議院の解散は、内閣総理大臣が決定する」との条文が追加されている（自由民主党「日
本国憲法改正草案」・前掲注（55）参照）。
（63）	 衆議院議員の任期満了の唯一の例として、1972年（昭和47年）12月10日に実施された第33回総選
挙で選出された衆議院議員は、1976年（昭和51年）12月 9 日の任期満了日まで、4年間の任期を全
うしており、任期満了日前の12月 5 日に第34回総選挙が実施されている。
（64）	 解散権の限界について、芦部・前掲注（26）334-335頁参照。
